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令和7 (2025)年9月1日

日向市議会議長 日高 和広 様

9 番」 日向市議会議員 三樹 喜久代

発言 (一般質問)通告書

令和 7年 第 5回 日向市議会定例会において、下 記のとお り一般質問をいた しますので、

会議規則第 62条 第2項 の規定により通 告 します。

質問順位  1番

内 容 (具 体 的 な 質 問 事 項 ) 答弁を求める者

1,稼げる地域観光を実現するには (SDGs目標8.11)

観光は、地域そのものを変えていく力を持っている。日向市がどんな観光事業

を行っているのかを、市民にいかに周知し、理解を得られるかが重要である。ス

ポーツや人流交流の事業に力を注いでいる事は理解しているが、そもそも観光

とは、他の地域を訪れ、自然の風景や食べ物、文化や史跡に触れることにある。

今後インバウンドの可能性も感じられる中、観光の基本に立ち返り、日向市の観

光について問う。

(1)経済戦略特命理事が着任して5か月が経過したが、日向市の観光の現状を

どう分析しているのか、見解を問う。

(2)人流データや POSレジデータを基にした経済効果の分析などから得た、人

気の観光地や景色、また人気のある食事・食べ物について、それぞれ明確

に1点ずつ示されたい。

(3)市長が力を注ぎたい具体的な観光地等i;ついて問う。

(4)次の事業の今後の取り組みの力点について端的に問う。

①サーフィン

②デジタルノマ ド

1 ③プロ野球誘致

④体験型観光

(5)インバウンド対策について

①株式会社日本政策投資銀行 南 九州支店が実施した 「人流ビッグデータで

読み解く南九州インバウンドの動向 2025」の調査結果によると、訪 日客

(インバウンド)数の2024年のデータでは、九州における自治体ごとの

インバウンド来訪者数トップ50において、宮崎市が約42,000人で、全体

で14位。高千穂町が約ig,ooo人で27位、以下、日南市が約9,500人(36

位)、都城市約6,100人(40位)、延岡市約5,100人 (49位)となっていた

が、日向市の訪日インバウンド来訪者数はどうなっているのか問う。

②訪日外国人観光客の集客や受入れのためにどのような取り組みを行って

いるのか問う。

市 長
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2,日向市総合体育館のこれからの取り組みについて (SDGs目標3,12)

令和8年9月末の完成を目指す、日向市総合体育館の建設が進んでいる。令和

7年 3月に着工し、建設期間もおよそ残り1年となる。担当課では国スポ、障ス

ポの準備で慌ただしくなっている。体育館使用料の条例改正案も上程され、国ス

ポ、障スポ後の総合体育館の活用方法に期待がかかるが、現在の状況について問

う。

(1)完成後の総合体育館の利用者数について、どのように予測しているのか。

現在の 「体育センター」 「武道館」と比較してどうなるのか。

(2)スポーツ大会・イベント等の誘致について

①どのような活用方法があると考えているのか。

② 「選ばれる」スポーツ大会・イベントの会場として、求められる要件は

何か。

③現在行われている具体的な誘致活動について問う。

(3)令和6年日向市議会第4回定例会において、 「総合体育館は、令和8年10

月以降については、お倉ケ浜総合公園及び総合体育館を含めた大王谷運動

公園を一体的に指定管理してい〈方向で進めている。」との答弁もあった

が、その後の経過と今後の状況について問う。

(4)交通アクセスはどのように検討しているのか。

3.搾乳がしやすい環境の整備を (SDGs目標3.1」)

出産後の母親は、母乳の保存や乳房の張りを防ぐために搾乳をする必要があ

るが、子供連れではない母親が授乳室の利用をためらうケースがある。以下、本

市での状況について問う。

(1)本市に設置されている授乳室は、搾乳できる環境が整っているのか。

(2)公設の授乳室の設置状況および搾乳できる環境整備はできているのか。

(3)搾乳可能であることを示す 「搾乳できます」というマークを表示すべきで

はないか。

4.がん治療による外見 (アピアランス)の変化に悩む患者に支援

(SDGs目標 3.11)

治療をしながら社会生活を送る患者が、が ん治療に伴う脱毛や乳房切除など、

外見 (アピアランス)の変化で、他人との関わりを避けたくなったり、外出をし

たくな くなったり、また治療をする気になれないなどの心身にわたる悩みは深

い。多〈の自治体で支援の動きが広がっている中、本市においても患者の精神的

負担を減らすため、医療用ウィッグ (かつら)や人工乳房等の購入費用の補助の

早期実施はできないのか問う。

i

市 長

市 長

市 長
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令和7 (2025)年9月1日

日向市議会議長 日高 和広 様

[12番 コ 日向市議会議員 柏田 公和

発言 (一般質問)通告書

令和 7年 第 5回 日向市議会定例会において、下 記のとお り一般質問をいた しますので、

会議規則第 62条 第2項 の規定により通告 します。

質問順位  2 番

内 容 (具 体 的 な 質 問 事 項 ) 答弁を求める者

1,市内に築造された避難タワーの有効な活用方法について

市内8ケ所に、南海トラフ地震による津波対策として避難タワーが建設され

ている。設置されたそれぞれの地区では、日々の維持管理に汗を流していると思

う。維 持管理全体の観点から、次 の4点について問う。

(1)避難タワーに関して、当初の利活用計画と現状を照らし合わせた結果はい

かがか。もし利活用が計画通りに進んでいないのであれば、その要因は何

か問う。

(2)避難タワーの利活用に関する主体は、どこにあると考えるか。その地域な

のか。また、複数の団体等が利用する場合のマニュアルの整備や、避難場

所・避難所に配置される市職員の健康管理体制は万全なのか問う。

(3)避難タワーの周知や利活用の促進に関して、地域や周辺事業所等との役割

分担に向けた取り組み、現 況はいかがか。

(4) 日向市全体での避難場所、避難所の確保の現況はいかがか。

2. 日向市立東郷診療所の運営全般の計画について

令和6年 3月に、診療所として供用開始した東郷診療所だが、当時は訪問看護

の利用者も多くいたものの、利用者の死亡や施設入所が相次ぎ、新たな利用者の

確保ができなかったと、令和7年 6月定例会の委員会で報告があった。

また、新たな収入財源の確保が求められる中で、診療所の整備基本計画が令和

3年6月に作成されており、計画の見直し等も含めて、今後、対策を講じていき

たいとのことであった。このことに関して、次の2点について問う。

(1)人口減少と高齢化が進む旧東郷町域の診療所の運営について、一般会計か

らの繰入金の減額にどう取り組んでいくのかを問う。

(2)併せて、東郷地域の持続可能な地域医療体制の構築をどう考えているのか

市長の見解を問う。

Z

市長

市長
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令和7 (2025)年9月1日

日向市議会議長 日高 和広 様

[3 番コ日向市議会議員 成 合 進 也

発言 (一般質問)通告書

令和7年第5回日向市議会定例会において、下記のとおり一般質問をいたしますので、

会議規則第62条第2項の規定により通告します。

質問順位 3 番

内 容 (具体 的 な 質 問 事 項 ) 答弁を求める者

1.被災者に対する福祉的支援等の充実について

令和6年能登半島地震の教訓を踏まえ、より実効性のある災害対策の強化

や支援体制の充実を図るために「災害対策基本法等の一部を改正する法律」

(以下、改正法)が令和7年 (2025年)7月1日施行されました。

この改正法により災害救助法(第4条救助の種類等)に「福祉サービスの提

供」が追加され、在宅避難者や車中泊避難者など、多様な避難生活を送る要配

慮者への支援二-ズに対応することが可能となりました。これは「場所(避難

所)の支援」がら「人(避難者)の支援」へと被災者支援の転換が図られるこ

とを意味し、高齢者や障がい者などの要配慮者一人ひとりに合わせたぎめ細

がな支援を提供することで、災害関連死を防ぐための福祉的支援等の取り組

みが強化されると言えます。

今回の改正法の内容を踏まえ、本市における災害対策について伺います。

(1)改正法に対する市長の見解を伺います。また、本市の災害時の福祉的支

援等の取り組みに対する評価 (達成度・課題)について伺います。

(2)災害救助法(第4条救助の種類等)に明記された「福祉サービスの提供」

(※1)について、大規模災害時には圧倒的に人材が不足することが予想さ

れます。災害派遣福祉チーム「DWAT」(※2)の派遣も想定されますが、

本市においてはどのように「福祉サービスの提供」を行うのか伺います。

※1 「福祉サービスの提供」

災害により被害を受け、避難生活において配慮を必要とする高齢

者、障がい者、乳幼児その他の者(災害時要配慮者)に対して、提供

される福祉サービス(災害時要配慮者の情報の把握、相談対応、避難

生活上の支援、避難所への誘導)。

市長

4



※2 災害派遣福祉チーム 「DWATJ

災害時に高齢者や障がい者などの「災害時要配慮者」に対して、福

祉支援を行う民間の福祉専門職で構成されるチーム

(3)発災時に速やかな災害福祉支援を行うためには、コーディネートを担う

専門職 (専門チーム、組織)の配置が必要と考えます。本市においてその役

割・機能はどこの機関が担っているのか伺います。

(4)「福祉サービスの提供」に関わる本市の福祉支援関係者 (医療・介護・

福祉、地域福祉等)に対する説明や意見聴収、合意形成について伺います。

(5)これまでの災害対応の教訓から、災害関連死の防止や被災者の自立・生

活再建への継続的な被災者支援として、「災害ケースマネジメント」(※3)

の体制整備が各自治体において進められています。南海トラフ巨大地震の

被害想定がなされている本市においても「災害ケースマネジメント」を実施

するための体制整備が急務と考えますが、市長の見解を伺います。

※3 「災害ケースマネジメント」

被災者一人ひとりの被災状況や生活状況の課題等を個別の相談等

により把握した上で、必要に応じ専門的な能力をもつ関係者と連携し

ながら、当該課題等の解消に向けて継続的に支援することにより、被

災者の自立・生活再建が進むようマネジメントする取り組み。

口個別訪問・見守り等による被災者の発見・状況把握

〉アウトリーチ/アセスメント (総合的な評価・分析)

口被災者の個々の課題に応じた支援の検討・つなぎ

臣ケース会議/支援計画作成/支援調整等

口官民連携による被災者支援

臣課題解決に向けた被災者支援

口支援の継続的な実施

臣モニタリング (進捗確認)/支援調整/情報共有会議

(6)災害支援のフエーズ (局面)に応じた 「災害ケースマネジメント」を実

施するためには、行政内部の連携だけでなく、専門的知見を有する民間の支

援団体との官民協働が重要であると考えます。本市における官民協働によ

る「災害ケースマネジメント」の実施体制 (中核機関、支援プロセス、民間

支援機関との連携、役割・機能分担、人材確保・育成、国や県との連携等)

の構築をどのように進めていくのが伺います。
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(7)発災直後から官民が連携し、より質の高い被災者支援を行うことを目的

に、国において「被災者援護協力団体」の登録制度(※4)が創設されます。

本市においては、どのような運用が想定されているのが伺います。

※4 「被災者援護協力団体」の登録制度

災害時に避難所の運営支援、炊ぎ出し、被災家屋の片付け等の被災者

援護に協力するNPOやボランティア団体等を事前に登録し、その情

報(団体及び機能)をデータベース化して自治体と共有する制度。

2.避難生活支援を担う地域人材の確保・育成について

南海トラフ巨大地震のような大規模災害においては、甚大な被害が広範囲

に同時多発的に発生することから、外部がらの支援が困難になる可能性が高

いことが指摘されています。そのため避難所の運営や避難生活支援について

は、行政の対応能力に限界があるため地域関係者の主体的な運営への参画が

必要となります。避難生活支援を担う地域人材の確保・育成について伺います。

(1)本市における避難所運営や避難生活支援に係る地域人材の確保・育成の

取り組みは、どのように行われているのか伺います。

(2)現在、内閣府が中心となって地域のボランティア人材に、避難所運営や

避難生活環境改善のための知識・技術を身につけてもらうための「避難生活

支援リーダー/サポーター研修」(モデル研修)が公募により進められていま

す。本市においてこの研修を実施することはでぎないが伺います。

(3)市内には、他自治体への災害支援の派遣を経験し、実際の災害現場での

避難所運営や避難生活支援に従事された専門職やボランティアがいます。

災害支援現場での経験を本市の災害支援の取り組みに活がすことがでぎる

のではと考えます。災害派遣の経験のある専門職やボランティアを活がし

た人材確保・育成の取り組み(研修会、組織化、避難所や福祉避難所の運営

訓練、避難所運営の事前の体制整備に対する評価・改善等)を推進すること

はでぎないが伺います。

メ

市長
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令和7年 (2025)年9月1日

日向市議会議長 日高 和広 様

「 16 番」 日向市議会議員  黒木 正

発言 (一般質問)通告書

令和 7年第5回日向市議会定例会において、下記のとお り一般質問をいたしますので、

会議規則第62条第2項の規定により通告します。

質問順位 4 番

内 容 (具 体 的 な 質 問 事 項 ) 答弁を求め

る者

1、 森林保全と伐採後の作業道補修について

森林は、木 材の提供、水資源の保全、生 物の多様性の保護、地 球温暖化

の緩和など、生 態系において重要な役割を果たしている。

本市は、森 林文化と黒潮文化の交流拠点であり、そ の恵みは他の市町村

にない地理的有利性を有している。中でも中山間である東郷地域は、冠 岳

から尾鈴山麓の壮大な山々がつながる豊かな森林の宝庫でもある。ところ

が近年、その宝の山で伐採、木 材搬出作業が多く発生している。伐期が来

ている山々が沢山あることは、喜 ばしいことではあるが、近 隣の住民から

苦情や要望の声が挙がっている。それは再造林がされず裸山の状態であ

り、そ の搬出作業の効果をあげるため重機を使い、安 易に作業道、搬 出道

路を造 り業務が終了しているケースがある。伐 採は、伐 採届出書等の内容

が日向市森林整備計画に適合した場合に、市 が適合通知書を発行すると聞

いている。

このことを踏まえ、以 下の点について見解を問う。

(1)伐採届出から適合通知までの一連の流れを問う。

(2)令和5～ 6年度の届出・適合通知件数を問う。

(3)事業者は、市 内、市 外、県 外なのか内訳を問う。

(4)運搬搬出時のトラブルは、過 去発生していないのか問う。

(5)作業終了後の調査確認、巡 回指導は実施しているのか問う。

(6)大型運搬車が通行して、一 般市道・林道への影響はないか問う。

(7) 災害防止の観点より、再 造林の意義と推進について問う。

2. 公園事業の管理と整備について

公園は、ウォーキングやジョギ ング、ス ポーツ等の健康増進や自然

に触れ合うことで、ス トレス軽減やこどもたちの遊び場として大事な

施設である。また、イベントや祭り会場など地域活動の拠点でもあり

景観向上や災害時の避難場所に活用される役割がある。

市長

市長
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先日、東 郷町の住民から、「小野田の観音滝そばの上大谷森林公園に

行ったら、あ まりにも荒廃していてびっ〈りした。あれは公園じゃない

ね」 と苦情・相談があった。また、盆 帰省の親子連れが、眺 めのいい西

城公園に行ったら、「雑草が生い茂り、足 の踏み場がなく、眺 望の場所

にたどり着 けなかった」 と告げられた。私 も百聞は一見に如かずと思

い、現 地に足を運び確認をした。

市街地の公園は、造 園業者やシルバー人材センターに外部委託された

り、地 域住民のボランティアやスポーツ会場で利用する高齢者等で管

理・整備されている公園もあると認識している。

この機会に、本 市の公園の在り方、管理、整備状況について伺いたい。

(1)本市が管理している公園がいかほどあるのか、実 数を問う。

(2)市民から苦情、要 望 (遊具、駐 車場等)はないのか問う。

(3) 公園の管理はどうしているのか実情・実態を問う。

(4)管理を委託している場合、あ るいはボランティアによるトイレ

掃除等が行われている場合の、対 価支払いは如何か。

(5)担当職員の巡回や委託先から報 ・連 ・相がなされているのか。

(6)今後の大王谷運動公園での公園整備内容は如何か。

3. ふるさと納税寄附額増加について

本市の令和6年度ふるさと納税寄附額は、市 長の公約のとおり、稼

ぐ自治体として15億 円を突破した。このことは、誠 に喜ばしいことで

ある。先 月、総 務省より令和6年度全国自治体のふるさと納税寄附額

が公表された。寄 附額全国一位の都城市が4位に順位を下げる一方

で、宮 崎市が8位に躍進し、大 きな話題となっている。本 市も市長を

先頭にトップセールスを実施していることは認知している。

このような中、総 務省は来年10月か ら、ふ るさと納税の返社品ルー

ルを厳格化し、「地場産品以外を返社品として贈ることができるのは自

治体のPRに活用した実績がある製品に限定する。」と発表した。全 国

の自治体からは困惑の声が挙がっているが、本 市の影響はどうなのか不

安視している。い よいよ令和7年度が勝負の年と考える。

このことを踏まえ、以 下の点について見解を問う。

(1) ルール変更による本市での影響は如何か。

(2)令和7年度ふるさと納税寄附額の目標額を問う。

(3) 日向市東郷町農産加工施設 ふるさと味工房でのうなぎ加工の

進捗は如何か。

(4)新たな返社品開発やヘベす、新 米の取り扱いは如何か。

X
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令和7 (2025)年9月1日

日向市議会議長 日高 和広 様

[17番コ 日向市議会議員 高橋 由 美

発言 (一般質問)通告書

令和 7年第 5回 日向市議会定例会において、下記のとお り一般質問をいたしますので、

会議規則第 62条 第2項の規定により通告します。

質問順位 5 番

内 容 (具 体 的 な 質 問 事 項 ) 答弁を求める者

1.日向市における包括的性教育の推進について

近年、全国的に児童生徒への性に関する正しい知識の提供や、性暴力の未然防止、自

己決定や人権の尊重といった視点から、包括的性教育の必要性が高まっている。ユネスコ

や国連機関が提唱するガイドラインでは、年齢や発達段階に応じた内容を段階的に学ぶこと

が推奨されており、国内でも自治体単位での取り組みが進められている。

一方、日向市においては、性教育に関する取り組みは学校現場に委ねられている部分が

大きく、地域や字校によって温度差が見られるとの声もある。現場の教員の負担や保護者の

理解の不十分さなど、課題もある中で、子どもたちが性に関する知識と判断力を身につけ、

将来にわたって安心して生きていける環境を整えることは、行政の重要な責務である。

そこで、日向市1こおける包括的性教育の現状と課題、今後の方向性について伺う。

(1)市 内小 中学校における性教育の現状と内容について

①現在、学 校教育課として把握している、日向市内の小・中学校で実施されている性

教育の実施状況や内容について伺う。

②学校ごとの取り組みに差がある場合、その理由や背景についてどう認識しているか。

(2)包括的性教育に関する市の見解について

①ユネスコ等の国際的ガイドラインに沿った「包括的性教育」について、市としてどのよう

に認識しているか。

②包括的性教育を推進していくにあたって、市としての方向性や方針があれば伺う。

(3)関係機関・専 門家との連携体制について

①市内の保健師、スクールカウンセラー、助産師、医療機関、NPO等 との連携状況に

ついて伺う。

②教員の専門性向上や研修機会の充実について、どのように取り組んでいるか。

(4)市民・保護者への理解促進について

①保護者や市民に対して、包括的性教育の重要性をどう伝えていくか。

②地域全体で子どもたちを支えるための啓発や学習機会の提供について、市の考えを

イ司う。

市 長

教育長
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2,市民が文化芸術に親しむための環境づくりと、アウトリーチ事業の推進について

文化芸術は地域の豊かさを形づ〈る大切な要素であり、市民が日常の中で文化芸術に触

れることは、心の豊かさや地域への誇りを育むことにもつながる。

日向市では、「文化芸術に触れる機会がない」という声が市民・高校生アンケートの中で

多数寄せられており、6割以上の人が文化芸術に参加・鑑賞していないという実態が明らか

となっている。一方で、音楽や映画、美術、演劇などを「鑑賞してみたい」との童向は高ぐ今

後の取り組みによって潜在的な関心を顕在化させることは十分可能である。

こうした状況を踏まえ、本市では小中学校を中心としたアウトリーチ事業を重点プロジエクト

に位置付け、令和14年度までに年間50件の実施を目標に掲げている。しかし、現場での

実施体制や文化団体との連携、またプログラムの内容と質について、今後さらなる充実が求

められている。

また、文化芸術と観光との連携についても、滞在型観光や地域資源の再評価といった観

点から、文化の持つ価値が見直されつつある。市民の生活の中に文化を根づかせるととも

に、外部との接点としても文化を活かす視点が重要である。

本質問では、文化団体へのヒアリング結果を踏まえ、実際の現場の声をどのように施策に

反映していくのか、そしてアウトリーチ活動の拡充、学校との連携体制、観光との融合による

文化政策の可能性について、市の考えと今後の展開を明らかにすることを目的とする。

(1)市民および若年層の文化芸術への関心と参加の実態について、どのように分析

しているか。

(2)文化団体へのヒアリング結果や市民アンケート結果を踏まえた施策の見直しや強

化についての考え。

(3)アウトリーチ活動の実施体制や、今後の拡充に向けた計画。

(4)学校教育との連携、特に文化団体と教育現場のマッチング体制についての課題

と改善策。

(5)文化芸術と観光との連携による地域活性化の具体的な施策と今後の展望。

3,日向市市民まちづくり支援事業の運用と改善について

本事業は、市民が主体となる地域づくりの推進に不可欠な制度である一方、運用上の制

限や課題が見受けられる。また、申請条件や補助の運用に関して市民から改善要望も聞か

れる。制度をより効果的に活用し、持続的な地域活性化を実現するために、市の現状認識

と今後の方針を明らかにする必要がある。

市民主体によるまちづくり活動を支援する本事業は、地域活性化の重要な制度である

が、現状と成果、課題、そして今後の方向性について伺う。

(1)事業の実績と成果について

①令和7年度の応募件数、採択件数、不採択件数とその主な理由は。

②これまでの事業区分別(地域づくり事業・地域のにぎわい創出事業)の採択傾向は。

③これまでの補助金予算額と実際の執行額、及び補助率が引き下げられた案件の割

合は。

市 長

教育長

 市 長

10



④これまでの採択事業の成果をどのように評価・検証しているか。

(2)制度運用上の課題について

①申請要件(会員数、規約、書類等)が新規団体の応募に与える影響について。

②事業区分において祭り・運動会等が地域づくり事業から対象外となっている理由。

③「通算5回まで」の補助回数制限が継続的な地域活動に与える影響の認識は。

④「営利を目的とする団体」を対象外とする理由は何か。

⑤営利目的の判断基準をどのように設けているか。

(3)改善と発展の方向性について

①申請段階での相談・伴走支援体制をどのように充実させるか。

②不採択団体へのフィードバックや再挑戦支援をどのように行うか。

③採択団体同士の事例共有やネットワーク形成の場の設置についての考え。

④公共性の高い事業への柔軟な運用・条件緩和の検討について。

為壊 、
CQ〉 堅一
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令和 7 (2025)年9月 1日

日向市 議会議 長 日高 和広 様

6 番コ日向市議会議員 帆足 武男(4()

発言 (一般質問)通告書

令和 7年 第 5回 日向 市 議 会定例 会 にお いて、下 記 の とお り一 般 質問 をい た します の で 、

会議規則第 62条 第 2項 の規 定により通 告 します。

質問順位  6 番

内 容 (具 体 的 な 質 問 事 項 ) 答弁を求める者

私は2年前の8月に、当時は京都大学防災研究所 宮 崎観測所の助教であり、

現在は宮崎公立大学の准教授となられた山下祐亮氏を訪ねて、そこで聴き得た日

向灘地震の危険性についてのお話を背景に、同年 9月に防災、消防の体制等につ

いて一般質問を行いました。翌年 8月には実際iこ日向灘地震が発生し、津波注意

報が発表されると共に、初の南海 トラフ地震臨時情報も発表され、数多くの方が

大きな不安を抱いたことは記憶に新 しいところであります。今 回は、以前質問し

ました内容の再確認と進捗状況を中心にお尋ねします。

1.自主防災会について

現在、市内の各自治会におきましては、世帯数の減少、区への加入者の減少が

186 1 6 ゜ 139″ ′・゚ 1 58901 1 1 9091″ ″ ″ ′1 71

ます。

(1)市内には88の自主防災会が存在 しますが、各 自主防災会の現状、実 態に

ついて、 どのように把握されていますか。

(2)自主防災会に対して、家 屋の倒壊現場での救出に役立つ救助用資機材につい

ては、 どのようなものを、 どれくらいの自主防災会に支給していますか。

(3)既に支給 した資機材については、支給時期によって経年劣化が考えられる物

があると思いますが、その数量や資機材として使用可能な状態であるかにつ

いてはチェックがなされていますか。

2、防災士との連携について

日向市地域防災計画では、地域防災のリー ダーとなる防災士の育成を支援し、

資格取得後は自主防災会と一体となって地域訓練や災害対応の充実を図るもの

とするとありますが、以下の点についてお尋ねします。

(1)現在、宮崎県防災士ネットワーク日向支部で日向市在住の加入者は何人いま

すか。

(2)市は防災士資格取得を支援していますが、資格を取得した方がその後、防災

市長

市長
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士としての活動を行っているかは把握されていますか。

(3)資格取得後、防災士として自主防災会と一体となって活動ができるように

する為に、市 はどのような取り組みをしていますか。

3,津波避難場所、津波避難ビルについて

市内に複数ある津波避難場所、津波避難ビルの中から、以下の指定場所のこと

についてお尋ねします。

(1)大王谷運動公園の陸上競技場、野球場が津波避難場所に指定されていますが、

途中にある駐車場横のゲートを17:00か ら施錠して閉門することに疑問を

感じています。津波警報や大津波警報が発表された場合、国道から大量に車

が避難してくることは想定していないのでしょうか。

(2)津波避難ビルに指定されている社会医療法人 泉 和会 千 代田病院 (以下、「千

代田病院」と言う。)についてお尋ねします。

①垂直避難する階段はどこにありますか。

②津波避難ビルであることの表示板の大きさは適切ですか。

③建物の内外にある階段への表示は適切ですか。

④夜間に避難する場合の階段への経路は変わりませんか。

4,津波情報の発信について

7月30日に発生したカムチャツカ半島地震時に気象庁から津波注意報が発表

されましたが、日向市公式LINEから発せられた津波情報についてお尋ねしま

す。

(1)発信された回数や頻度は適切であったと思われますか。

(2)津波情報発信前後で、日向市の公式LINE登録者数に変動はありませんで

したか。

5.消防団車両の4輪駆動車配備等について

2年前の一般質問において、日向市消防団車両の更新時、特に山間部に位置す

る消防団に対して、4輪駆動車の必要性と同車での更新を提案しておりました

が、このことについてお尋ねします。

(1)前回の答弁では、県内消防団の状況を調査したいと考えていますとのことで

したが、現 時点での調査の結果をお尋ねします。

(2)今年度は42部 (福瀬)、43部 (迫野内)の消防団車両が更新予定であり、いず

れも山間部に位置する消防団でありますが、4輪駆動車での更新ではないと

聞いております。このことの経緯についてお尋ねします。

(3)昨年6月の一般質問で提案いたしました警笛(ホイッスル)については、各部

に2つずつ配備されたようですが、衛生面を考えると、個人支給とした方が

適切かと思われます。見解はいかがですか。

市長
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6.職員の接遇について

市役所各課へ外部から電話がかかって来た時の第一声、「課名と電話に応対し

た職員の名前を名乗る」は徹底されているのかについてお尋ねします。

(1)新入職員がどのような研修を受けているか上司は把握されていますか。

(2)市では、職員の電話の応対や市民への接遇態度等について規範を設けていま

すか。

と
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令和 7 (2025) 年9月 1日

日向市 議会議 長 日高 和広 様

[11番 コ 日向市 議会議 員 松葉 進一

発言 (一般質問)通告書

令和7年第5回日向市議会定例会において、下記のとおり一般質問をいたしますので、

会議規則第62条第2項の規定により通告します。

質問順位 7 番

内 容 (具 体 的 な 質 問 事 項 ) 答弁を求める者

1. 加速する人口減少への今後の対応は

総務省は、 8月6日に令和7年 1月1日時点の住民基本台帳の人口動態調査

(日本人)で人口が1億 2,065万3,227人で、前年から90万 8,574人 (0.75%)

減少し、減 少数、減 少率とも1968年の調査開始以降最大となり、2009年から16

年連続のマイナスとなったと公表した。

また、厚 生労働省が公表した人口動態統計 (概数・日本人)では、昨 年1年間

に国内で生まれた子どもの数 (出生数)は、68万 6,061人で初めて70万人を

下まわり、 9年連続で過去最少を更新した。合 計特殊出生率も過去最低の1.15

とな り、政 府は 「急激な少子化に歯止めがかからない危機的状況。」とし、「結婚

や出産、子育ての希望を阻む様々な要因が複雑に絡み合っている。」と

分析している。

本市の人口 (令和7年の住民基本台帳による) は57,294人で前年から932人

減少し、出 生数も305人で前年から74人減少している。また、社 会増減数は

マイナス338人で前年から142人、 自然増減数はマイナス594人で前年から32

人増加している。

第3次総合計画では、2050年 の目標人口を44,000人 、合計特殊出生率1,85、

39歳 以下の人口移動を毎年10%改善と設定し、諸 対策を講 じているものの現況

からすると目標達成は相当に高いハ一 ドルになっていると推測する。

中央大学の松浦司教授 (人口経済学)は、「若年層は減り続 けており、人 口減

少は止まらない。人 口減少を前提とした政策の見直しが必要だ。」と指摘してい

る。

人口減少等について以下を問う。

(1) 本市の人口減少・少子高齢化の現状をどうとらまえているか。

(2) 人口減少がもたらす影響について。

(3)本県の合計特殊出生率が5年続けて低下したことで、県子ども政策課は 「少

子化に歯止めがかからず危機感を持っている。子 育てに対する負担軽減や、

若者や女性の県外流出を防 ぐ対策を着実に進めていきたい」 (6月4日の報

道) とコメン トしている。本 市も県の状況と同様であると認識している

市長

教育長
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が、本市の合計特殊出生率の状況について。

(4)15歳未満の子どもの数が初めて1,400万人を割り、44年連続で減少し過去

最少を更新した (総務省発表:4月1日現在推計)。少子化が教育現場にも

深刻な影響を与えていると推測するが、今後の取り絹みについて。

(5)少子化の要因のひとつに未婚化があげられるが支援のあり方について。

(6)徳島大学総合科学部の田口太郎教授は、「人口減少しても゛出来る″が維持

できれば人口減少自体は問題ではない。」としているが、この説に対する見

解について。

(7)少子高齢化による人口減少を最も受けやすいのが地方であるといわれてい

る。地域の対応のありかたについて。

(8)今後も加速すると推測する本市の人口減少についての抜本的な政策を問う。

2.金ケ浜ビュー園地に早急なる水道設備を

この質問は令和5年第4回定例会で黒木健二議員も質問をしているが、当園

地においては、地元壮年部が主体となり、平岩小中学校の生徒たちもボランテ

ィアとして活動し、公 園の整備が一段と進んでいる。駐車場も完備されたが、

公園には不可欠である水道設備が未だに整備されていない。

当時の質問に対し、前市長は「水道設備は必要と認識しているので、令和6

年度の事業として県に要望を行っている」との答弁をしている。

その後の進捗状況を問う。

3,防犯灯の整備について

(1)通学路等における整備

日向高校に通学している女子高校生、保護者から、通学路内で防犯灯が未整

備の箇所があるため、クラブ活動などで遅〈なった下校時には、不安を抱く

との こと。

通学路として利用している平岩交差点から県道土々呂線を利用して学校迄

約7キロメー トルある区間で、日向工業高校を過ぎたところから、曙地区集落

センター迄の約500メー トルの区間で防犯灯が十分に整備されていない。

理由は、電柱が道路沿いに無いことと推測するが、電柱の無い所でも太陽光

を利用した防犯灯等を整備すべきであると判断する。

通学する生徒のみならず、地域住民の安心・安全確保のために、当地区の

防犯灯の整備を早急に進めるべきと考えるが見解を問う。

(2)国道10号交差点から、お倉ケ浜ビーチハウスまでの区間の整備

利用者の多い市道であることから、防犯灯の整備が必要であると認識するが

見解を問う。

4.水道基本料金の一部見直しについて

本市の水道料金は、水道管の口径単位によって基本料金、超過料金が設定され

ている。 しかし、 口径が13ミリメー トル、20ミリメー トル、25ミリメー トル

市長
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(以下ミリ) がひと〈くりにされた基本料金 (現在1,320円)に設定されている。

この基本料金の設定について以下を問う。

(1) 口径 13ミリ、20ミ1ハ 25ミリの利用者の割合と給水景について。

(2) 口径が違うことによるメリッ トは何か。

(3) 設定基準について。

(4)基本料金をひとくくりにすると、利用者の公平さが損なわれていると考える。

公平さを保つために、口径別の基本料金に設定し直すべきではないか。見解

は。

2/′?,7- ..-、,.\ 、 .、4,二・
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令和 7 (2025) 年9月 1日

日向市 議会議長 日高 和広 様

[8番 コ 日向市 議会議 員 黒木 健ヨ蘂,"

発言 (一般質問)通告書

令和7年第5回日向市議会定例会において、下記のとおり一般質問をいたしますので、

会議規則第62条第2項の規定により通告します。

質問順位 8 番

内 容 (具 体 的 な 質 問 事 項 ) 答弁を求める者

1. 日向市公営住宅中長期整備計画及び移住・定住促進について問う。

現在の公営住宅中長期整備計画は、令和3年 3月に策定されたものであり、 「本

計画は需要戸数の推計同様に人口推移や社会情勢を注視し、概ね5年 ごとに見

直しを行う」 と規定している。そこで以下の点について問う。

(1) 市営住宅の過去5年間の入居募集数と応募者数及び入居実績を問う。

(2) 住宅 困窮者 へ の安 定 的 な住居 の供 給 に対す る、 現時 点で の評 価 を伺 う。

(3) 整備計画では、空き家率15%以上の団地は、「用途廃止及び解体の検討」

をするとあるが、令和7年 4月1日現在、空き家率15%以上の団地はいくつあ

るのか、その中で用途廃止及び解体の計画がある団地があれば伺う。

(4) 整備計画では管理から経営へとい う視点の転換を述べているが、民間活力を

利用 した 目的 外 使 用の 現 状 と今 後 の考 え方 、 また 民 間へ の売 却 予 定 の団 地 があ

るのか伺う。

(5) 移住希望者に向けた市営住宅の貸し出しについて、その現状を伺う。

(6) 木原住宅と大原住宅は、 ともに空き室率が40%を超えている。

どちらも築年数が古いため老朽化が著しい。今後の安全で安心な住環境を提

供するためにも、建て替えが必要と思 う。

その際、高齢者対応施設や家族を伴う移住希望者に対しても提供できるような

施設が望ましいと考えるが、PPP方式による建て替えを行う計画は考えていな

いのか伺う。

※公営住宅のPPP方式とは、老朽化や空き家増加といった課題を抱える公

営住宅団地を、民 間の資金・ノウハウを導入して再生・運営する取 り組み

2. 日向市公共施設の予約システムについて問う。

(1) 現在までに予約システムの不具合や、学校体育館や公民館など、システムを

導入している施設でトラブル等は無かったか。

トラブル等が発生していれば、その内容について伺う。

(2) システム導入に対するメリット、デメリットをどう評価しているのか伺う。

市長
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3.毎手、夏になると沖縄戦や広島・長崎へ の原爆投下、終戦記念日な どが話題にな

り、平和について考える大切な時期になる。特 に本年は戦後80周隼とい う節 目の

年とい うことで、語 り継 ぐために様々な行事やイベ ントが本市をはじめ、各 地で行

われている。

校長先生が平和に対する思いやメッセージを子 どもたちに伝えることは、大変重

要な事だと考 える。そ こで、昨年も質問したが1学期終業式または登校 日に、校 長

先生が太平洋戦争のことを講話した学校は何校あったのか伺う。

4.今隼も猛暑を通 り越 して酷暑の夏であったが、 まだ しば らく残 暑が続く と考 えら

れる。災害時の避難所となっている学校の体育館に、早 く空調設備が整 うことを希

望しているが財政面で人変厳 しいとい うことで あろ。

そこで、災害時だけではなく、学 校で学ぶ子どもたちや社会体育等、体 育館で活

動する方々の熱中症対策も考慮 して、体育館にウォーターサーバーを設置できない

か伺う。

5.名古屋市立の小学校教諭らが女子児童の画像などをSNSのグループチャットで

共有したとされ る事件発覚は、教育界のみならず 日本社会に大きな衝撃を与えた。

そこで、次の点について問う。

(1) 本市において、そのような事例があるが どうか調査したのか。調 査したので

あればどのような方法で行ったのか伺う。

(2)本市の教育現揚におけるSNS投稿の現状やルールはどうなっていろのか、ま

た、ガイドライン整備や教職員研修の徹底など、今後の具体的な対応について伺

う。

教育長
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令和 7 (2025) 年9月 1日

日向市 議会議長 日高 和広 様

13番 コ 日向市 議会議 員 河野 ひとみ

発言 (一般質問)通告書

令和 7年 第 5回 日向 市 議 会 定例会 にお いて、下 記 の とお り一 般 質 問 をい た します の で 、

会議 規 則第 62条 第 2項 の規 定により通 告 します 。

質問順位  9 番

内 容 (具 体 的 な 質 問 事 項 ) 答弁を求める者

1,消防操法大会の開催時期について

(1)地球沸騰化で毎年、猛暑といわれる暑さが続いている。

今年、7月6日の日曜日に消防操法大会が行われた。朝から気温も高 く熱 中症

が心配される中で、消防団員・関係者などの暑さ対策はどうしていたのか。また

応援に来ている方への暑さ対策などはどうしていたのか問う。

(2)大会当日、熱 中症で体調を悪く した団員や関係者、応 援に来ていた方は

いなかったのか問う。

(3)今後の開催時期の見直しは検討していないのか問う。

2.健康保険証について

今年の7月末 日に、紙の健康保険証の有効期限が切れてしまった。新たな健康

保険証は郵送されず、マイナ保険証を使用している方には資格情報のお知らせ

が、健 康保険証を使用していてマイナ保険証を使用していない方には資格確認

書が郵送されているが、ここに来て国は、有効期限の切れた健康保険証も来年の

3月末 日までは使用できると発表した。そ こで、以下の点について問う。

(1)有効期限の切れた健康保険証が令和8年 3月末 日まで使用できることに

ついての周知は行われているのか問う。

(2)行政と医療機関との情報共有など、健 康保険証を利用するにあたり、市

民が混乱しないようになっているのか問う。

(3)そもそも任意であるマイナンバーカー ドに健康保険証を紐付けすること

が、安 心して医療を受けることにつながっているのか問う。

3. 補聴器購入費用助成制度について

全国的に補聴器購入費用の助成制度を設ける自治体が増えている。 日向市で

も、高齢者が安心して購入できるように、加齢性難聴による補聴器購入費用助成

制度が必要であると考えるが見解を問う。
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4.猛暑での市民生活について

連日暑い日が続き、朝 から熱中症警戒アラー トが出るような危険な署さが続

いている。物価高騰で生活が大変な中、連日の猛暑の中、電気代節約のためクー

ラーの使用を控える方もいる。全世代にわたり生活への影響が出ていると考え

るが、今後も地球温暖化が進む中で市民生活をどのように考えているのか問う。

5,子育て・教育について

(1)気候変動の影響 (猛暑、豪雨等)を受け、学校生活や各種行事、春休み

や夏休み・冬休みといった長期休暇の過ごし方などの見直しが必要になってく

るのではないかと考えるが、今後の対策や対応などがあるのか問う。

(2)前回質問した学校技術員の問題について、今年の猛暑の中で4人体制で

草を刈ることによる熱中症などの危険性や、全国的に問題になっているマダニ

が媒介する感染症などを考えると、適切な技術員の配置が望まれる。子どもたち

の安心・安全な環境を確保することは、重要であると考えるが見解を問う。

(3)中学3年生の給食費無償化を実施している中で、小学生や中学校1・2

年生の保護者からも給食費無償化を望む声があるが、今 後の給食費無償化につ

いて市長の考えを問う。

(4)今年10月から中学生まで医療費が無償になるが、18歳までの医療費助

成を求める声もある。子育て支援という考えであれば高校生である18歳までは

支援をすべきと考えるが市長の見解を問う。

6.平和について

現在でも世界では、ロシアのウクライナ侵略、イスラエルのガザでのジェノサ

イドなど戦争や紛争が多発している状況である。日本でも軍事費拡大、ミサイル

や最新の戦闘機の爆買い、敵基地攻撃のミサイル配備が進められているが、どれ

も平和憲法と核兵器廃絶の先頭に立つべき被爆国の役割に反するものである。

今年は、広島・長崎に人類史上初めて原子爆弾が投下されてから80年、たく

さんの尊い命が奪われた戦争が終わり80年を迎えている。このような状況を踏

まえ、以下の点について問う。

(1)被爆者、戦争体験者の平均年齢は86歳を超え、被爆体験や戦争体験の話

を直接聞くことが難しくなってきている中で、日向市では、これからどのように

戦争を知らない世代へ戦争の実相を伝えていくのか問う。

(2)日本は、核兵器禁止条約に批准していないが、非核平和都市宣言をして

いる本市の市長として、今の社会情勢を踏まえ、市民の平和意識の醸成をどう発

展させていくのか問う。

(3)戦争の悲惨さや平和の尊さを伝えるうえで、戦争遺品や戦跡というもの

はとても重要だと考えるが、今後、展示や保存などの考えがあるのか。また、学

校での展示などについての考えはあるのか問う。
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令和7 (2025)年9月1日

日向市議会議長 日高 和広 様

20番」日向市議会議員  近藤 勝久℃艷.::1

発言 (一般質問)通告書

令和 7年 第 5回 日向市議会定例会において、下 記のとお り一般質問をいた しますので、

会議規則第 62条 第2項 の規定により通告 します。

質問順位 10 番

内 容 (具 体 的 な 質 問 事 項 ) 答弁を求める者

1 学校教育の推進について

日向市において、学校教育は小中一貫・コミュニティースクール・キャリア

教育の三位一体で推進している。

第3次 日向市総合計固の中で、現状として児童生徒が基礎的な学習内容を習

得でき、将来に向けて生きる力を育むことが求められていると述べ、課題とし

て、発 達の段階に応じた分かりやすく質の高い授業が必要とされているとあ

る。また、施策の方向性の中で、子 どもの学ぶ意欲の向上に努め、確かな学力

の定着に取り組む。小中一貫教育が目指すグランドデザインの実現に向けて系

統的で一貫性のある教育を推進するとある。

そこで、下記の点についてお聞きします。

(1)小中一貫教育が目指すグランドデザインとは、どのようなものかお聞きし

ます。

(2) 日向市において、小中一貫教育は、施設一体型、施設併設型、連携型の3

パターンで推進していると理解しているが、それぞれの体系による特徴及

び効果についてお聞きします。

(3)全国学力・学習状況調査を受けて、日向市の学力はどのレベルで推移して

いるのかお聞きします。

(4)GIGAスクールを進めていくうえで、ICTをどのように効果的に活用してい

るのかお聞きします。

(5)現在の不登校の状況と、その要因分析及び解決策についてお聞きします。

2 観光・交流の推進について

第3次 日向市総合計画の中で、目指す姿として、効果的なプロモーション

や地域のブランディング、DMOの形成により、持続可能な観光地づくりが進

められているとある。自治体間競争が激しくなっている中で、あえてレッド

オーシャンの中で観光施策を展開していくのか。あるいは、ブルーオーシャ

ンの環境を見出して展開していくのか、考えていかなければならないと思
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う。

令和7年第2回 (3月)定例会の一般質問でも伺った下記の点について、

今後の方向性についてお聞きします。

(1)日向市観光協会を核として、地域DMOを中心に、日向・入郷が広域的に連

携して観光のブランディングが進んでいくと思うが、官民それぞれの役割

分担及び行政としての関わり方など、現在の状況についてお聞きします。

(2)顧客の志向も、従来のマスツーリズムから体験型サステナブルツーリズム

ヘと変化が見られる。日向市において、どのような観光コンテンツを提供し

てい〈のか、また、経済に寄与できるような取り組みについてもお聞きしま

す。

(3)観光DXを推進し、観 光動向や人流データの分析を通じて、マーケットの

拡大とターゲットを明確にしたプロモーションを推進するとある。 どのエ

リアの、どの層をターゲットに、どのように働きかけていくのか、具体的な

方針についてお聞きします。

(4)クルーズ船の細島港への寄港も、令和6年度が過去最多となったところで

ある。宮崎県内では、油津港にもクルーズ船の寄港が見られるが、そのすみ

分けと、船 会社に対してどのようにアプローチを行っていくのかお聞きし

ます。

3 商業港地区の賑わいの創出について

平成28年 2月改定の細島港港湾計画において、商業港地区については、親

水緑地やにぎわい・交流緑地として位置づけられ、平成29年には 「みなとオ

アシス」の認証を受け、海の駅ほそしまを中心に、コンテナハウスやトイレが

設置され、みなと祭りや岩ガキ感謝祭、各種イベントを通して、賑わいを創出

してきた。最近では、オアシス広場北側の倉庫が解体され、東西100m,幅30

mの広大な空き地が姿を現した。

その跡地利用については、地 区住民としても、また、観光地・日向岬の玄関

口としても、憩 いの空間や賑わい創出の拠点としての整備が望まれる。

県有地である当該用地の利活用については、地元を含めたさまざまな意見を

反映した整備を期待するところだが、今後、市としてどのように意見集約に取

り組んで行〈のかお聞きします。

θ
1
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令和7 (2025)年9月1日

日向市議会議長 日高 和広 様

5番コ 日向市議会議員 壱岐紘明1 2,)

発言 (一般質問)通告書

令和 7年 第 5回 日向市議会定例会において、下 記のとお り一般質問をいた しますので、

会議規則第 62条 第2項 の規定により通 告します。

質問順位 11 番

答弁を求める者

1.人材確保と定住促進に向けた特定地域づくり事業協同組合制度について

制度の認識について

特定地域づくり事業協同組合制度は、地域の中小企業や事業者が共同で人材

を雇用し、必要に応じて各事業所に派遣することで、安定した雇用の創出や地域

産業の担い手不足解消を目指す仕組みです。

日向市として、 この制度の内容や活用についてどのように認識しているのか

伺います。

(1) 人材不足解消の観点から

日向市においても、農 業分野では高齢化による担い手不足が深刻化しており、

林業においては苗木生産や再造林などに安定した労働力が求められています。

また、福祉分野の人材不足への対応も必要です。観光業や宿泊業、サービス業で

は、季 節的な需要変動に対応できる柔軟な雇用体制が課題となっています。

こうした幅広い人材不足の課題解決の一つの手段として、この制度を導入す

る可能性について、市 はどのように考えているのか伺います。

(2) 先行自治体の事例調査について

例えば、長野県生坂村ではこの制度を活用して農林業や観光業の労働力を確

保し、若者の定住促進につなげる仕組みとして成果を上げています。

日向市近隣市町村でもこの制度の運用が増えてきている状況にあります。

市として、調査や研究を進める考えがあるのか伺います。

(3) 導入検討の体制づくりについて

制度導入にあたっては、市が旗振り役となり、関係団体との協議体を設けるこ

とが重要であると考えます。

市として、こうした検討体制を設ける意思があるのか伺います。また、制度導

入を検討する時の担当部署はどこになるのか伺います。

市長
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2,幅員4m未満道路の状況と整備方針について

(1) 現状把握について

本市の住宅地や市街地には幅員抽 未満の道路がどの程度存在しているのかお

伺いします。

(2) 安全・防災面での課題

①消防車や救急車などの緊急車両が離合できない道路がどれくらいあるのかお

伺いします。

②災害時 (火災・地震・津波等)に避難経路としての安全性に問題がある地区は

どこか、市 の認識を伺います。

③過去に災害時や救急時に支障があった事例があるのかどうか伺います。

(3) 市の整備方針について

①現在、幅 員4m未満の道路の拡幅や整備に対して、市 としてどのような計画や

補助制度を持っているのかをお伺いします。

②今後、老朽住宅の建て替えや空き家対策とあわせて、狭あい道路の拡幅をどの

ように進めてい〈方針なのかをお伺いします。

(4) 今後の取組提案

①学校や福祉施設周辺など、優 先整備が必要なエリアの抽出を進める考えがあ

るのかをお伺いします。

②地域住民との協働による「生活道路の安全確保事業」の検討について、市の見

解を伺います。

③空き家除却や建替え促進と連携させ、狭あい道路整備を計画的に進めていく

べきと考えますが、市長のお考えをお伺いします。

3,地方たばこ税の活用について

地方たばこ税は、市町村の重要な自主財源であり、日向市においても年間で5

億円を超える税収があると承知しております。しかしながら、全国的に喫煙率は

年々低下しており、健康志向の高まりや受動喫煙防止の流れから、今後は減収傾

向が続くことが予想されます。

その一方で、喫煙者と非喫煙者が公共空間で共存できる環境づくりは、依然と

して課題であります。特に駅、公園、観光地など人の集まる場所では、路上喫煙

や吸い殻のポイ捨てが非喫煙者にとって健康被害や不快感につながるケースも

少なくあ りません。

そこで以下の点について伺います。

市長
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(1) 税収の現状と将来見通しについて

①日向市における地方たばこ税の過去5年間の収入額の推移はどうなっている

のか伺います。

②今後の喫煙率の低下を見据えた場合、どのような収人見通しを立てているの

か伺います。

(2) 税収の活用状況と公共性のある整備1;ついて

①地方たばこ税は一般財源として扱われていると理解しておりますが、現在ど

のような分野に活用されているのか伺います。

②たばこは健康被害や環境美化の課題とも深く関係していることから、が ん検

診の受診率向上、生活習慣病予防、受動喫煙防止対策やポイ捨て防止の啓発活動

など、市民の健康と生活環境を守る施策に重点的に充てる考えはないか伺いま

す。

③小林市では、地方たばこ税と森林環境譲与税を組み合わせ、公共施設における

分煙施設を設置し、路 上喫煙や吸い殻の散乱を防ぐ取り組みを進めております。

日向市においても、駅や大規模公園、観光拠点など公共性が高く利用率の高い場

所に、完全分煙型の喫煙所を整備することで、非喫煙者が煙にさらされることの

ない環境を確保しつつ、喫煙マナーの向上と美化活動を促進する考えはないか

伺います。

(3) 市民への説明責任について

①地方たばこ税がどのように活用されているか、市 民に分かりやすく公表され

ているのか伺います。

② 「たばこ税は健康施策や環境整備に活かされています」と明示することで、市

民の理解と納得を得る取組みを進める考えはないか伺います。
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令和7 (2025)年9月1日

日向市議会議長 日高 和広 様

番」 日向市議会議員

(一般質問)通告書

令和7年第5回日向市議会定例会において、下 記のとおり一般質問をいたしますので、会

議規則第 62条第2項の規定により通告します。

質問順位 12 番
1 1

内 容 (具体的な質問事項) 答弁を求める者

1 あらゆる防災の備えについて

本年7月28日、 ロシア領カムチャツカ半島でマグニチュー ド8,8、

震源の深さ約 20kmの大きな地震が発生しました。この影響により日

本各地に津波警報・津波注意報が発令され、宮 崎県にも津波注意報

が出されました。県 内全域の注意報が解除されたのは7月31日午前

10時 45分でした。幸 い日向市jこおいては大きな被害もなく安堵した

ところです。 しかしながら、近 年議論されてきた南海 トラフ地震への

備えとは別に、 このような国外や他地域で発生する地震・津波・豪雨

災害に対しても、発 生時の行動や基本的な考え方を原点に立ち返って

見直す必要があると考えます。

上記を踏まえ、市 の見解を問います。

(1) 今回、遠 地地震ではあったが、避難指示の発令や避難所の開設、

施錠解放などの対応は円滑に行えたのか。特{こ気候条件や避難時間

に関する懸念事項、また夜間や冬期に同様の事態が発生した場合へ

の備えについても見解を伺います。

(2) 今回の津波注意報発令に際し、情 報伝達が円滑・確実に行われて

いなかったのではないかとの指摘もありま した。地域の特性もある

と考えますが、円滑な情報伝達は防災における重要な初度対処であ

ると考えます。見 解を伺います。

(3) 比較的海に近〈、外 国人観光客も多い美々津の 「重要伝統的建造

物群保存地区 (以下、伝 建地区という)」において、外 国語による

注意喚起や避難誘導路看板のさらなる充実が望まれますが、見解を

伺います。

2 農林水産業の課題と取 り組み

昨年度から今年度にかけて、コメの価格が高止まりしている状況が

続いています。原 因は多岐にわたり、明 確な主因を特定できていない

のが実情であり、市 民生活にも大きな影響を及ぼしています。

また、農林業振興における森林産業の確立については、森 林環境譲

与税の有効活用による担い手の確保・育成、 「Jクレジット」等を活

用した新たな財源の創出が掲げられていますが、その具体的な展開は

市 長
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見えに〈い状況です。

一方で水産業では、漁業就業者の減少、後 継者不足、水産資源の

減少や価格低迷、 さらに燃料費等のコス ト上昇により経営基盤が弱

体化しています。特 にシラス漁業関係者は、漁獲量の減少により厳

しい経営を強いられているのが現状です。

上記を踏まえ以下の点について市の見解を問います。

(1) コメ不足の教訓は、本 市の農業振興{こどのような影響を与えてい

るのか。食 料自給率への影響についても伺います。

(2) 森林環境譲与税を活用した担い手の確保、 「Jクレジット」 を活

用した財源創出に向けた、具体的な取り組み状況ついて見解を伺い

ます。

(3) 本市における水産業の実情分析と、担 い手の確保への取り組み、

特にシラス漁業関係者への今後の支援等に対する見解を伺います。

3 地域観光づく りの展望

本市は、 「サステナブル・ツーリズム」を軸とした持続可能な観光

を目指 しており、特 にインバウンド誘客や外国人観光客への視点を

置いた 「来てみたくなるまちづく り」 を展開しています。昨 年度は

日向坂46人気も相まって観光客が増加しましたが、 この人気を一

過性のものとせず、断続的に来訪意欲を高める取り組みが必要であ

ると考えます。本市を訪れる観光客の多〈が 国内であることを踏ま

えれば、国 内向けプロモーションの強化も有効であり、その一策と

して友好姉妹都市の提携は大変有意義であると考えます。

以上を踏まえ、市 の見解を問います。

(1) 日向坂46人気に乗じた、 プロモーション・ブランディングの今

後の展開について伺います。

(2) 本市において、現在、国内の姉妹都市等は存在しておりません。そこ

で、旧東郷町時代に「若山牧水」先生のご縁で結ばれた北海道中川郡

幕別町との姉妹都市関係を再構築するとともに、さらに北海道千歳市と

の新たな姉妹都市提携を模索することは、戦略的にも有効であると考え

ます。見解を伺います。

(3) 美々津伝健地区へのバスの安全・効率的乗り入れ、駐 車場利用の

方策、美々津駅と伝健地区を結ぶ交通手段の確保について伺います。

(4) 東郷町坪谷にある、牧 水公園に設置されている遊具の安全性担保

と、常時稼働を目指 した整備状況について伺います。

市 長

教育長

ノ ー , -,・1′、 ノ::゙\ 1"

/  ゙ 1;1 /～ ?4、′
1'J-1 \, 一 一 一、 ヅ・1,・,L5

0 7, 9, -1

28


